4月から始まる自立支援法での利用者負担について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2006年3月7日（末永）

１．ホームヘルプサービスの利用者負担

（１）生活保護受給世帯　　　　　　利用者負担０円

（２）低所得２に該当する世帯　　ヘルパーの利用月額の３％又は24600円のいずれか少ない額。

（３）一般の世帯　　　　　　　　ヘルパーの利用月額の1割又は37200円のいずれか少ない額。

①福祉サービスの月額負担上限

　ホームヘルプサービス以外にも通所施設やグループホーム等のサービスを利用している世帯は、それらの利用料を合わせて、低所得２の世帯は24600円、一般の世帯は37200円が負担の上限となります。

自立支援医療と補装具については、福祉サービスの利用者負担とは別に負担する。又下記の通所施設での食費も別の負担となる。
②世帯の区分

低所得２のとは、市町村民税非課税世帯です。

　一般の世帯とは、市町村民税課税世帯です。

　低所得１の世帯とは、市町村民税非課税世帯で年間の収入が80万以下の世帯ですが、年金2級で年約79万円で、都の福祉手当を含めると80万を超えてしまうため、東京都では低所得１に該当する人はほとんどいないと思われる。

※「世帯」の範囲は、原則として住民票で判断する。ただし障害者を、税制と医療保険（社保）で扶養からはずした場合、「世帯の特例」として、障害者本人の所得で判断することができる。

③東京都の３％負担制度

　東京都に住所がある利用者で、低所得１、２に該当する人がホームヘルプサービスを利用した場合、負担は1割ではなく３％となる。

④社会福祉法人等による負担軽減制度

　東京都ではホームヘルプサービスに限り、社会福祉法人以外でもNPOや株式会社など全ての事業者がこの制度を活用できる。しかし利用者の条件として、1人世帯で年収150万以下、資産350万以下という厳しい条件があるため、単身での該当者はほとんど想定できない。年金1級と都の福祉手当、特別障害者手当の合計が年約149万円なので、それがギリギリのライン。作業所の工賃などがある場合は、その額より国民健康保険の保険料が高くないと150万を超えてしまう。想定されるケースは、家族同居で「世帯の特例」を使い、本人の収入が年金１、２級と福祉手当のみというような場合。（特別障害者手当を受給していても、通所更正施設等で収入０なら該当する）

⑤生活保護境界層の世帯

　生活保護境界層の世帯は、まず生活保護申請をして生活保護境界層と認められれば、上記の負担額がさらに、０、15000円、又は24600に減額される。（生保申請が必要なので、収入だけでなく資産があると認められない可能性が高い）

⑥高額障害福祉サービス費

　同一世帯で2人以上の利用者がいる場合、又は介護保険制度と自立支援法の併用する人の場合には、それぞれの利用者負担額を合算して、上記の世帯区分での月額上限が適用される。例えば低所得２の世帯であれば、24600円を超える額は償還払いされる。
２．通所施設の利用者負担

　通所施設でのサービス費が月180000円の場合は、利用者負担は1割の18000円となる。他に食費として一般世帯は14300円。低所得２の世帯は5100円が必要になる。家族と同居している利用者の場合、「世帯の特例」を使って本人の収入のみ（150万以下）で計算し、本人の資産が350万以下であれば、社会福祉法人減免の対象となり、通所のサービス負担が7500円、食費も5100円となるので通所施設利用者の場合「世帯の特例」を使う効果が最も大きい。
３．グループホームの個別減免

　グループホームの利用者については個別減免制度があり（資産350以下が条件）、グループホームだけでなく、通所やホームヘルプの利用料も含めて大幅に減額される。例えば年金2級と福祉手当のみの収入の人は負担０円。年金1級と特別障害者手当受給者で負担は月5941円となる。（家賃、食費、水光熱費等は今まで通りの負担）

４．補装具の負担

　　補装具に関しては1割又は上記の世帯ごとの負担上限（24600円又は37200円）までの負担となる。

５．自立支援医療
　　国の更正医療、育成医療、精神通院公費制度が自立支援医療に移行する。東京都が行っている障制度は今回の改正とは関係ない。従って風邪で病院に行く場合等は、今まで通り障の制度で新たな負担は生じない。

　　自立支援医療では低所得２の世帯で月額上限5000円。市町村民税2万～20万の世帯で、育成医療の月額上限が10000円等となっている。　　
なおこれらの計算の前提となる収入については、
1 世帯の所得区分認定での80万は、年金、特障と、地方税方で課税対象となる所得を合わせた額。
2 個別減免での収入は、家賃助成は除き、生保の収入認定にならない手当は含める。
3 社福減免での150万は、手当を含む全ての収入、と定義付けられている。
現在東京都内の課長会で福祉手当や重度手当を収入に含める事について疑問の声が強く、議論の最中であるとの事ですが、都としては国の見解に従って収入と見なすというのが現在の判断。
しかし最終的には、市区の税務担当が福祉手当と重度手当を非課税として扱った場合は、①の所得区分では収入とみなされない結果になる。
　

